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議題 

第 15 回医療経済実態調査について 



Ⅰ・ l 

9 

中医協 案 一 

1@ 7    3  . 

医療経済実態調査 ( 医療機関等調査 ) の実施 案 

第 1 5 回医療経済実態調査については、 以下の基本的な 考え方に沿って 行う 

こととしてはどうか。 

] . 調査時期及び 報告時期 

(1 ) 調査時期 

平成 1 7 年 6 月を調査 月 とする。 

(2) 報告時期 

調査結果の速報時期を 最大限 1 月前倒しすることを 目標に早める。 

また、 速報時の報告に 際しては、 これまで速報値を 公表していた 取扱い 

を改め、 最終数値を報告する。 

本報告は、 平成 1 8 年度にすることとし、 速報で報告しない 項目を中心 

にまとめ、 次々 回 以降の診療報酬改定の 審議に供することとする。 

2. 調査客体及び 抽出率 

(1 ) 調査対象 

介護保険事業に 係る収入のあ る医療機関等については、 前回と同様、 調 

査 対象とする。 

(2) 抽出率 

前回と同様とする。 

ただし、 一定の機能を 有する地域医療支援病院等については、 5 分の 1 

とする。 
  

(3) 層化 

前回と同様とする。 

ただし、 一般病院において、 一定の機能を 有する地域医療支援病院等と 

それ以外の病院による 区分の層化は 行わないこととする。 
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3. 調査内容 
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4. 集計区分 

い ) 介護保険事業に 係る収入の有無に 着目した集計 

① 病院・一般診療所 

ア ，速報は、 「介護保険事業に 係る収入のな い 医療機関の集計 (A 集計 ) 」 

及び「介護保険事業に 係る収入のない 医療機関及び 介護保険事業に 係 

る 収入のあ る医療機関の 集計 (C 集計 ) 」を報告することとする。 

イ ．本報告は、 「介護保険事業に 係る収入のな い 医療機関及び 介護保険 

事業に係る収入のあ る医療機関の 医療保険に関する 集計 (B 集計 ) 」 

を報告することとする。 

② 歯科診療所・ 保険薬局 

速報は、 介護保険事業に 係る収入が極めて 限定的であ ることから、 介 

護 保険事業に係る 収入の有無で 区別せず、 「介護保険事業に 係る収入の 

な い 医療機関等及び 介護保険事業に 係る収入のあ る医療機関等の 集計 ( 

C 集計 ) 」に一本化して 報告することとする。 

( 注 ) 「第 1 5 回医療経済実態調査 ( 医療機関等調査 ) の集計イメージ 図 」は別添参照 

(2) 医療機関の機能に 着目した集計 

0  一般病院 

・臨床研修指定病院 

・療養病床 6 0% 以上の病院 

・回復期リハビリテーション 病棟入院 料 算定病院 

・小児入院医療管理料 1 , 2 算定病院 

・急性期入院加算・ 急性期特定入院加算算定病院 

・地域医療支援病院 

・亜急性期入院医療管理料算定病院 ( 新規 ) 

・ハイケアユニット 入院医療管理料算定病院 ( 新規 ) 

0  精神病院 

0  特定機能病院 

0  歯科大学病院 
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(3) その他の集計・ 分析 

① 病院における 職種別の給与の 集計について、 医師と歯科医師の 給料を 

区分し、 職種別の賞与も 合わせて集計を 行 う こととする。 

② 医療機関等における 借入金の状況について、 新規に発生した 借入金を 

追加して集計を 行うこととする。 

③ 病院の規模 別 、 院外処方率別の 集計など、 原則、 前回どおり集計を 行 

うこととする。 

④ 一般病院等の 収支状況について、 平均値だけでほなく、 分布 ( バラツ 

キ ) も分析することとする。 

⑤ 定点観測調査の 試行については、 一定数を前回と 比較できるように 集 

計・分析し、 本報告にとりまとめることとする。 

⑥ 医療機関等からの 調査の回答時期 (7 月末、 8 月末、 9 月末 ) に着目 

した収支の状況及び 有効回答施設数等の 状況を集計・ 分析し、 本報告に 

とりまとめることとする。 

5. その他 

い ) 病院会計準則の 改正に伴 う 調査票の見直し 

病院調査 票 における医業収入及び 費用の科目については、 前回調査との 

継続性を重視し、 回答する医療機関の 事務負担を増大させないように 配慮 

しつつ、 新病院会計準則における 損益計算書の 科目に極力合わせるものと 

する。 また、 費用科目の配列についても 同様とする。 

なお、 一般診療所、 歯科診療所及び 保険薬局に係る 調査 票は ついては、 

従来からの取扱いを 踏襲するものとする。 

( 主な見直し項目 ) 

① 新たに「材料費」として 科目を設け、 従来からの「医薬品 費 」、 「診療 
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材料費・医療消耗器具備品費」、 「歯科材料費」及び「給食用材料費」を、 

その内訳とする。 

②新たに「設備関係費」として 科目を設け、 従来からの「減価償却 費 」 

及び「経費」の 一部を、 その内訳とする。 

( 注 ) 「経費」の一部とは．設備器械賃借料、 土地賃借料、 建物賃借料であ る。 

(2) 記入しやすい 調査票への見直し ( 簡素化 ) 

① 病院、 一般診療所、 歯科診療所及び 保険薬局については、 使用頻度が 

極めて少ない 集計に係る調査項目は 廃止する。 

( 廃止項目 列 ) 

0  現在地での開業年月 ( 共通 ) 

0  管理者の年齢・ 性別 ( 麒 薬局 は @ 麹刑瑞 ・ 捌 ) ( 共通 ) 

0  1 週間の表示診療時間の 状況 ( 歯科診療所 ) 

② 病院については、 収支の調査における「医業 外 収入」と「介護 外 収入」 

を 合算し、 「その他の収入」に 一本化することとする。 

③歯科診療所及び 保険薬局についてほ、 簡易な方法 ( 一定の前提で 按分 

計算を行 う 方法 ) で、 医療保険費用と 介護保険事業費用の 区分の取扱い 

を廃止することに よ る記入項目の 見直し ( 記入欄の削除 ) を行 う ことと 

する。 

④病院、 一般診療所、 歯科診療所及び 保険薬局については、 有効回答施 

設数を確保する 観点から、 薬剤関係調査は 廃止する。 

(3) 有効回答率の 向上方策 

①調査に際しては、 有効回答率の 向上を図る観点から、 上記 (2) の 簡 

素 化と合わせ、 ホームページを 利用した電子媒体による 調査票の回答な 

どの検討を進める。 

② 診療側関係団体の 協力を得て調査を 進める。 
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